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（2） 台湾の研究者に中国語で倫理的消費や VS を研究を検索してもらったところ，ほとんど先行研究が存在しな
かった。その中でも，例えば，英語の文献では，倫理的消費に関する研究として Tung,Shih,Wei,andChen




































































18 店舗を展開）。具体的に「鯖の塩焼き定食」の価格を比較すると，日本では 630 円，台
湾では 290 台湾元であり，日本円に換算すると，1,015 円（台湾元×3.5）となる。それ以
外にも衣料品では，ユニクロ（台湾に 65 店舗を展開）のメンズ「EZY ジーズ」が日本で
3,990 円，台湾では 5,125 円（1,490 台湾元×3.5），MUJI（台湾に 45 店舗を展開）の「首の

















人口 2357 万 1000 人 1 億 2526 万 6918 人
面積 36,190km² 378,000km²
名目 GDP 総額 579.3（10 億ドル） 4,872.1（10 億ドル）
実質 GDP 成長率 2.9％ 1.71％






（8） 行政院主計総処が 2017 年発表したデータによる。















　第二に台湾では，急速にオーガニック食品の普及が進んでいる。IFOAM による The 
World of Organic Agriculture: Statistics and Emerging Trends 2019 によると，全農地
に占める有機農業の割合は，2008 年に日本が 0.23%，台湾が 0.28% だったのが，2017 年























































































































張さんの友人，4 名に集まってもらい，およそ 3 時間のインタビューを実施した。グループ・
























































































































































































































パーマーケットでは，有機野菜のキャベツが 95 台湾元（およそ 333 円）に対し，一般的
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大 平 修 司（2019a）「在 外 研 究 レ ポ ー ト： 台 湾・ 輔 仁 大 學 滞 在 記」，『CUCView&
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（3） 岩井克人，2015 年，258～323 頁。H.チャン／田村順二訳，2010 年，32～46 頁。以上などがある。　
（4） Hunt,S.D.1983,pp.9-17.以上を踏まえていう。










「主―客」2 における「内1―外1」／「主1―客1」の 1 次（FOL）観察と，観察者の立ち位
置の変化と対象のズレを伴う「内2―外2」／「主2―客2」の 2 次（SOL）観察があるので，
観察には，両者を連立させた観察もある。再帰性（recursion）と反省性（reflexivity）に
























証法は「両義性と無差別性の 2 重存在である第 3 項（ファルマコン）」形成の第 2 過程に
着目した上方排除であり，これに先立つ第 1 過程である下方排除が欠落しているといわれ
図 1　理論や実践の山々
（7） D.R.ホフスタッター／野崎昭弘ほか訳，1985 年。D.R.ホフスタッター／片桐恭弘ほか訳，2018 年。以上は
再帰ループの重要性を説いた。
（8） J.ドゥルーズ／國分功一郎ほか編訳，2018 年，11～117 頁。以上に触発され言えることである。
（9） Guala,F.,2016,pp.132-145.以上に基づく。
（10） J.バロウ／松浦俊輔訳，2000 年，286～290 頁。
―24―


































（11） 今村仁司，1992 年，117～136 頁。以上に基づく。
（12） 柄谷行人・岩井克人・浅田彰，1983 年，222～256 頁。
（13） 長谷川博，2013 年，41～61 頁。
（14） 長谷川博，2017 年，93～109 頁。D.チャーマーズ／林一訳，2001 年，128～135 頁。
（15）「理論―実践」／「定言―仮言」的規範にかかわるが，別の機会に公開予定である。
































う論（24）を，外からは観察できず 1 人称にも 3 人称にも還元できない円環（ループ）のこ





（17） J.R.サール／山本貴光・吉川浩満訳，2006 年，177～208 頁，146～176 頁。
（18） N.ルーマン／馬場靖雄ほか訳，2009 年。
（19） R.ローティ／冨田恭彦訳。2014（1988）年。彼は，ネオ・プラグマティストである。
（20） 井筒俊彦，1989 年，1～102 頁，191～246 頁。
（21） 池田義昭・福岡伸一，2017 年，96～147 頁。
（22） 石倉敏明，2016 年，311～326 頁。以上の人類学地図を参看されたい。










































（28） G.ドゥルーズ・F.ガタリ／宇野邦一ほか訳，2010 年，15～61 頁。



































（33） K.ヤスパース／西丸四方訳，1971 年，179～188 頁。

















































（35） N.ルーマン／馬場靖雄ほか訳，前掲書，74～126 頁，335～452 頁。以上は，パーソンズとの論争以後，いわ
ば「青い鳥」だと多大に着目された社会の捉え方。



































への回答だったと採れば，そこでいう「四句分別」が「有―無」2 の DC に，有部存在論が
そのＣ1 に，無部存在論がそのＣ2 に対応する。
（38） システム進化論的生物学には以下がある。U.アロン／倉田博之・宮野悟訳，2008 年。以下では自己拡張共
生としてのロバストネス，生化学反応における FF と FB の言及もある。近藤滋ほか，2010 年。





































（41） 中村元，2002 年，158～284 頁。以上に基づく。中観派は空性論者を自称し，不二論者と他称されるともいう。
桂紹隆・五島清隆，2016 年，117～173 頁。以上では，龍樹の論法には大別するとつぎがあるという。①枚
挙法により諸命題を挙げそれを帰謬法ですべて否定する，② 2 つのものの関係を最終的には 2 つの対立概念
の相互依存に還元し無自性・空を明らかにする。



















































（46） L.マーギュリス／中村桂子訳，2000（1999）年，5 頁，13～23 頁，173～198 頁。細胞内共生説は分子生物学
により立証済みで高等学校の教科書にも載っているという。
（47） S.F.ギルバート・D.イーペル／正木進三ほか訳，2012 年，298～324 頁。以上に基づく。
（48） J.ユクスキュル・G.クリサート著／日高敏隆・羽田節子訳，2005（1970）年，11～26 頁。
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心主義の表象という 2 つのドグマを，「中心―周縁」2／「類似―異質」2 として再考できると，
つぎのことから考える。すなわち，人間中心主義の世界観に立てば身体性と内面性という


































［出所］　Descola, P., translated by J. Lloyd, 2013,












































うであるだけ）であり包披の反復が成り立たないＣ1 の「無 ψ の様相1」―無とはいって
（52） G.S.デイ／徳永豊ほか訳，1998 年。
（53） 野本和幸，オンディマンド版 2014（1988）年。様相論理については，165～238 頁，個体論については，215
～225 頁，322～326 頁。以上に基づく。
―34―
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もψの発生・発現に対する潜在・メチル化，様相的に「必然は必然，偶然は偶然」とい
う意味で最大限にロバストな事実―と「無様相の ψ1」，そして認識論的に他動・意存であ
































（54） 入不二基義，2017 年，30～47 頁。
（55） 長谷川博，2017 年 3 月，93～109 頁。
（56） 正村俊之，2000 年，83 頁。






































（58） 大澤真幸・稲垣久和，2018 年，70～111 頁。近年ではたとえば以上がある。
（59） M.ヴェーバー／大塚久雄・生松敬三訳，1972（1920～1921）年，10～13 頁。M.ヴェーバー／大塚久雄訳，
1989（1920）年，289～371 頁。































































































ある。つまり，前者は『P と信じかつ P でないと信じること』であり，後者は『P かつ
P でないと信じること』である（75）」。
　それら自体それぞれに矛盾があり微妙あるいは明白に 3 点動化する「資本―自由―民主」





























の可能性が問われる。まったく異なる「とにかく FOL（1 次論理）での 2 つ」へと消去し
て基盤を成す上記のような均衡［解］（ルール，［「システム―組織交渉」］プロトコル）が


























理的］改良主義者（79）といわれるようになった者たちはＣ1 者であり，Ｃ2 者とはそのＣ1 者
の世代が生んだパラドクス耐性者である。Ｃ1 者はとかく一義性に向うだろうが，Ｃ2 者
は第一義性／多義性に向う。ゆえに，応用の応用の主体による CC では，再帰的多重ルー
プに透徹しよう，しかもＣ1 者とＣ2 者の粒度の差―「AI―HI」2 を有する人間（ホモ・デ






そ対象とはなんだとされていたのか。ということから，FOL も SOL（2 次論理）もない
と必要不十分になるとして，図 6 をいう。
（77） Umphress,E.E.,andJ.B.Bingham,2011,pp.621-640.たとえば以上がある。
（78） 長谷川博，2007 年，150～153 頁。
（79） 長谷川博，1998 年，35～56 頁。環境主義（SD［Gs］）における改良主義は以上を参看されたい。
（80） Y.N.ハラリ／柴田裕之訳，2018 年。合理性も再考している。
―40―
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図 6　「認知―非認知主義」／「内在―外在主義」における 1次論理系と 2次論理系
































































Ｃ2 者はＣ1 者に随伴するというのが近代以後の通常経験だとしても，Ｃ1 者だけで 21 世
紀に何が変わるのかと苛まれず，その逆が実はあるというに等しい「競覇―非競覇」2
（「ディスカバリー―エンカウンティング」2）以後の原理化が，待ち構えられているよう
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　2017 年 6 月 14 日に欧州議会および欧州理事会が採択した「会社法のある側面に関する
指令」（以下，「統合指令」）（1）は，EU会社法に関する 6つの指令（82/891/EEC 指令（第











（3） EleventhCouncilDirective89 / 666 /EECof21December1989concerningdisclosurerequirements in




（5） Directive 2009/101/EC of theEuropeanParliament and of theCouncil of 16 September 2009 on
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うに採択に至っている。統合指令は前文 81 項，3編 168 条からなるが，そのほとんどが
前述の 6つの指令の内容を移行したものである。













て要求しなければならない（統合指令 44 条 2 項）。なおここにいう「可変資本型投資信託
（7） Directive2012/30/EUoftheEuropeanParliamentandoftheCouncilof25October2012oncoordination
ofsafeguardswhich,fortheprotectionoftheinterestsofmembersandothers,arerequiredbyMember














liability companiesand themaintenanceandalterationof their capital,withaview tomakingsuch
safeguardsequivalent（OJL26,31.1.1977,p.1）. 第 2 指令に関する論稿として，拙稿「EC会社法第 2指令の
改正」比較法雑誌 39 巻 2 号 251 頁以下（日本比較法研究所，2005 年）。
（11）拙稿「EU会社法統合指令における公示規制」東洋法学 62 巻 3 号 219 頁以下（東洋大学法学会，2019 年）。
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ている会社をいう（統合指令 2条 2項 2文）。
　加盟国法は，会社が設立もしくは事業開始の認可のために，少なくとも 25,000 ユーロ
の最小資本が引き受けられることを要求しなければならない（統合指令 45 条 1 項）。また
欧州議会および欧州理事会は 5年ごとに，EU条約 50 条 1 項・2項（g）による欧州委員
会からの提案に基づき，EUにおける経済・通貨動向および大企業・中企業のみに附則第
1に定める会社形態を選択することを許容する意図に照らし，本条 1項に定める金額を調




（統合指令 47 条 1 文），加盟国は，株式の引受けを事業とする者が当該業務の過程におい
て引き受けた株式の総額に満たない額を払い込むことを認めることができる（統合指令
47 条 2 文）。加えて出資の対価として発行される株式は，設立時もしくは事業開始の認可
時において，額面額（額面額がない場合は算定額）の 25%を下回らない割合で払い込ま
れなければならないが（統合指令 48 条 1 文），現物出資によって株式が発行される場合は，
設立時もしくは事業開始の認可時から 5年以内に全部給付されなければならない（統合指









ならない（統合指令 49 条 2 項）。そして鑑定人報告書は統合指令 16 条に基づく各加盟国
法に定める方法により公示されなければならない（統合指令 49 条 3 項）。
　なお加盟国は，すべての株式の額面額（額面額がない場合は算定額）の 90%が 1つ以
上の会社の現物出資に対して発行され，かつ以下の（a）から（f）の要件を満たす場合に

















いる会社に対して，本条を適用しない旨を定めることができるが（統合指令 49 条 5 項 1
文），反対に本条を適用する旨を定めた場合，本条 1項により作成された鑑定人報告書お
よび合併原案もしくは会社分割原案に関する鑑定人報告書が同一の鑑定人により作成され
うる旨を定めなければならない（統合指令 49 条 5 項 2 文）。
　2014/65/EU指令（金融商品市場指令）（12）4 条 1 項 44 号に定める譲渡証券もしくは 4条
1項 17 号に定める金銭市場商品が現物出資の対価として交付され，かつ譲渡証券もしく
は金融市場商品が取引されている 1以上の規制市場（金融商品市場指令 4条 1項 21 号）
における，現物出資の効力発生日前の十分な期間（加盟国法で決定）における加重平均価
格により，当該証券もしくは商品が評価されている場合，加盟国は，執行機関もしくは経
営機関の決定に基づき，統合指令 49 条 1 項～3項を適用しない旨を定めることができる
（統合指令 50 条 1 項 1 文）。ただし当該加重平均価格が，現物出資の効力発生日における
財産評価に著しい変動をもたらすような例外的状況（譲渡証券もしくは金融市場商品が取
引される市場の流動性の欠如を含む）に影響された場合，執行機関もしくは経営機関の主
導および責任において再評価がなされなければならず（統合指令 50 条 1 項 2 文），当該再









の主導および責任において再評価がなされなければならず（統合指令 50 条 2 項 2 文），当
該再評価のため統合指令 49 条 1 項～3項を適用しなければならない（統合指令 50 条 2 項
3 文）。なお当該再評価がなされない場合，資本増加の決定がなされた日における会社の
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引受資本の 5%以上を有する 1名以上の株主は，独立した鑑定人による評価を要求するこ
とができ，この場合にも統合指令 49 条 1 項～3項を適用しなければならない（統合指令
50 条 2 項 4 文）。この株主による評価要求は現物出資の効力発生日までになされなければ
ならず，当該株主は資本増加の決定がなされた日から当該要求日まで会社の引受資本の





き，統合指令 49 条 1 項～3項を適用しない旨を定めることができ（統合指令 50 条 3 項 1
文），この場合には統合指令 50 条 2 項 2 文～5文を必要な修正を加えて適用しなければな
らない（統合指令 50 条 3 項 2 文）。




（a）から（d）の事項を含む宣言を公示しなければならず（統合指令 51 条 1 項 1 文），
当該宣言の公示は統合指令 16 条に基づく各加盟国法に定める方法により効力を生じる（統
合指令 51 条 1 項 2 文）。（a）当該発行が現物出資によるものである旨，（b）評価額およ
び評価の根拠もしくは評価方法，（c）評価額が少なくとも額面額（額面額がない場合は算
定額）と一致すること，もしくは当該現物出資により割増発行がなされていること，（d）
当初の評価に関して新たな限定的状況が生じていない旨。また統合指令 68 条 2 項による
資本増加に関連して現物出資が統合指令 49 条 1 項～3項に定める鑑定人報告書なしにな
されることが提案された場合，資本増加が決定された日および本条 1項に掲げる事項の情
報に関する告知を，現物出資による財産の提供の効力発生前に，統合指令 16 条に基づく
各加盟国法に定める方法により公示しなければならない（統合指令 51 条 2 項 1 文）。この
場合において本条 1項による宣言は，上記告知が公示されてから新たな限定的状況が生じ
ていない旨のみに制限される（統合指令 51 条 2 項 1 文）。そして各加盟国は，統合指令
49 条 1 項～3項に定める鑑定人報告書なしの現物出資に関する，統合指令 50 条および本
条に定める手続きの遵守を確保するための適切な措置を定めなければならない（統合指令
51 条 3 項）。
　会社設立時もしくは事業開始の認可時から 2年以上のうち加盟国法で定める期間の満了
前に，会社が統合指令 4条（i）に定める自然人・法人・会社もしくは企業が所有する財
産を，引受資本の 10 分の 1以上の対価で取得する場合，当該取得は調査のうえその詳細
を統合指令 49 条 1 項～3項に定める方法により公示しなければならず，また株主総会の






51 条が必要な修正を加えて適用されなければならず（統合指令 52 条 1 項 2 文），また加
盟国は，当該財産が株主その他の者が所有する場合についても適用される規定を要求する
こともできる（統合指令 52 条 1 項 3 文）。なお本条 1項は会社の通常の事業遂行による取
得，行政当局もしくは司法当局の依頼もしくは監督による取得，証券取引所における取得
には適用しない（統合指令 52 条 2 項）。そして引受資本の減少に関する規定を条件として，
株主は出資の履行義務の免除を受けることができない（統合指令 53 条）。さらに加盟国は，
加盟国法による調整がなされるまで，他の種類の会社から公開有限責任会社へ組織変更す
る場合において，少なくとも統合指令 3条～6条および 45 条～53 条と同様の措置を定め
る規定を要求するのに必要な方法を講じなければならない（統合指令 54 条）。加えて統合






る配当をすることはできず（統合指令 56 条 1 項），引受資本のうち未払込分について貸借
対照表の資産の額に含まれていない場合，当該未払込額は引受資本の額から控除しなけれ
ばならない（統合指令 56 条 2 項）。また株主に対する配当の額は，最終の会計年度の末日
における利益の額に繰越利益の額および配当目的のために準備金から取り崩した額を加
え，かつ繰越損失の額および法律もしくは定款により準備金として計上した額を減じた額
を超えてはならない（統合指令 56 条 3 項）。なお本条 1項～3項にいう「配当」は特に株
式に関する配当金もしくは利息の支払を含む（統合指令 56 条 4 項）。
　そして加盟国法において中間配当の支払を認めている場合，以下の（a）および（b）






妨げない（統合指令 56 条 6 項）。
　さらに加盟国法において，確定資本投資信託会社の場合に本条 1項の適用を排除する旨
を定めることができ（統合指令 56 条 7 項 1 文），ここにいう「確定資本投資信託会社」は，
（a）投資リスクの分散および資産運用の結果生じた利益を株主に分配することを目的と
して，その有する基金をさまざまな株式・土地その他の資産に投資することのみを事業目
的とし，（b）引受株式が公開されている会社のみを意味する（統合指令 56 条 7 項 2 文）。














ず（統合指令 58 条 1 項 2 項）。
5　自己株式
　会社の株式は会社自身により引き受けられることはできず（統合指令 59 条 1 項），会社
の株式がある者の名をもって会社のために引き受けられた場合，当該出資者の計算で引き
受けたものとみなされる（統合指令 59 条 2 項）。統合指令 4条（i）に定める自然人・法人・
会社もしくは企業，または引受資本の増加の場合における執行機関もしくは経営機関の構
成員は，本条に違反した場合に引き受けられた株式に対する払い込みをする責任を負うが
（統合指令 59 条 3 項 1 文），自己の責めに帰すべき過失がないことを証明した場合にその
者の債務を免除する旨を加盟国法で定めることができる（統合指令 59 条 3 項 2 文）。
　同等の立場にあるすべての株主を平等に取り扱う原則および 596/2014 規則（市場濫用
規則）（14）にかかわらず，加盟国は会社自身もしくは自己の名をもって会社のためにする者
による株式の取得を認めることができ（統合指令 60 条 1 項 1 文），当該株式取得を認める
場合，加盟国は以下の（a）から（c）の条件の下に株式取得をさせなければならない（統






が統合指令 56 条 1 項 2 項に定める額を下回る効果をもたらすことができないこと，（c）
全額払込済株式のみ当該取引に含むこと。
　さらに加盟国は，前記条件に加え以下の（a）’ から（e）’ の条件の下に株式取得させる


















合指令 60 条 2 項 1 文），この場合においては，当該取得の理由および本質，取得株式の額
面額（額面額がない場合は算定額），当該取得株式の引受資本における割合および出資額
について，次の株主総会において執行機関もしくは経営機関により報告されなければなら
ない（統合指令 50 条 2 項 2 文）。また加盟国は，当該会社もしくは関連会社の従業員に分
配するために，会社自身もしくは自己の名をもって会社のためにする者により株式が取得
された場合，本条 1項 1文（a）1節に定める条件の免除を定めることができ（統合指令
60 条 3 項 1 文），この場合当該取得から 12ヶ月以内に分配されなければならない（統合指
令 60 条 3 項 2 文）。
　加盟国は以下の（a）から（h）の場合に統合指令 60 条を適用しない旨を定めることが







裁判所の命令による売買により取得される全額払込済株式，（h）統合指令 56 条 7 項 2 文
に定める確定資本投資信託会社により発行され，投資家の要求により当該会社もしくは関





取得から 3年以内に処分しなければならない（統合指令 61 条 2 項）。当該期間内に処分さ
れない場合，当該株式は消却されなければならず（統合指令 61 条 3 項 1 文），加盟国法は
当該消却により相当の引受資本の減少をもたらす旨を定めることができる（統合指令 61
条 3 項 2 文）。消却される株式の取得により純資産額が統合指令 56 条 1 項 2 項に定める額
を下回る結果をもたらす場合，当該引受資本の減少をする旨が定められなければならない
（統合指令 61 条 3 項 3 文）。
　統合指令 60 条・61 条に違反して取得された株式は，取得から 1年以内に処分されなけ
―60―
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ればならず（統合指令 62 条 1 文），当該期間内に処分されない場合，統合指令 61 条 3 項
が適用されなければならない（統合指令 62 条 2 文）。また加盟国法において，会社自身も
しくは自己の名をもって会社のためにする者による株式の取得を認めている場合，常に少
なくとも以下の（a）および（b）の条件の下において当該株式の保有をさせなければな











替・貸付・担保提供をすることを認めている場合，統合指令 64 条 2 項～5項に定める条
件の下に当該金融支援をさせなければならない（統合指令 64 条 1 項）。当該金融支援は，
特に会社から受ける利益および本条 1項にいう貸付・立替のために会社に提供される担保
に関して，公正な市場条件の下に執行機関もしくは運営機関の責任でなされなければなら
ず（統合指令 64 条 2 項 1 文），第三者（複数の取引がなされる場合に各相手方）により提
供される信用は正当に調査されなければならない（統合指令 64 条 2 項 2 文）。また当該金
融支援は，執行機関もしくは運営機関によりそれを承認する株主総会（統合指令 83 条に
定める定足数および多数決の規制に従う）に提示されなければならず（統合指令 64 条 3
項 1 文），その際執行機関もしくは運営機関は以下の（a）から（e）の事項を記載した報




ればならない（統合指令 64 条 3 項 3 文）。
　第三者に対する集合的な金融支援は，統合指令 60 条 1 項による会社自身もしくは会社
のためにする者による自己株式の取得により生じうる純資産額の減少を考慮し，純資産額
が統合指令 56 条 1 項 2 項に定める額を下回る結果を生じさせない（統合指令 64 条 4 項 1
文）。なお会社は，集合的金融支援の額に相当する準備金（分配が認められない）を貸借
対照表の負債に含めなければならない（統合指令 64 条 4 項 2 文）。また会社から金融支援
を受ける第三者が統合指令 60 条 1 項による自己株式もしくは引受資本の増加により発行
された株式を引き受ける場合，当該取得もしくは引受は公正な価格でなされなければなら
ない（統合指令 64 条 5 項）。そして本条 1項～5項は，銀行その他の金融機関の通常の業
務遂行に基づく金融支援，および会社もしくは関連会社の従業員による，もしくは従業員
のために取得する目的でなされた金融支援には適用せず（統合指令 64 条 6 項 1 文），当該
金融支援により純資産額が統合指令 56 条 1 項にいう額を下回る結果を生じない（統合指
―61―
松田和久：EU会社法統合指令における資本規制
令 64 条 6 項 2 文）。さらに本条 1項～5項は，統合指令 61 条 1 項（h）による株式取得の
目的でなされた金融支援にも適用しない（統合指令 64 条 7 項）。加えて当該会社もしくは
2013/34/EU指令（ある企業形態における年次会計書類・連結会計書類に関する指令）（15）
22 条にいう親企業の，執行機関もしくは経営機関の構成員個人もしくは親企業自身，ま




する場合，統合指令 60 条・61 条 1 項・63 条・64 条にいう取得とみなすが（統合指令 66
条 1 項），加盟国は銀行その他の金融機関の通常の業務遂行に基づく担保受領には本条 1







社自身によるものであるとみなされ（統合指令 67 条 1 項 1 文），当該他の会社が第三国法
の規制を受け，附則第 2に定める会社に相当する法的形式を有する場合にも適用される（統
合指令 67 条 1 項 2 文）。但し公開有限責任会社による議決権の過半数保有もしくは支配的
影響力の行使が間接的になされる場合において，他の会社が有する当該公開有限責任会社
の株式に関する議決権が停止されている場合，加盟国は本条 1項 2項を適用しない旨を定
めなければならない（統合指令 67 条 1 項 3 文）。また会社集団に関する国内法規制の調整
がなされていない場合，加盟国は以下の（a）から（c）の措置を講じなければならない（統











（15）Directive2013/34/EUof theEuropeanParliamentandof theCouncil of 26 June2013on theannual
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社により直接・間接に議決権の過半数保有もしくは支配的影響力の行使がなされている）




および範囲を有する他の会社によりなされる場合，加盟国は本条 1項 1文 2文を適用しな
い（統合指令 67 条 4 項）。そして他の会社に保有されている公開有限責任会社の株式が，
当該両会社が本条 1項の基準に該当する関係となる以前から取得されていた場合，加盟国
は本条 1項 1文 2文を適用せず（統合指令 67 条 5 項 1 文），この場合当該株式に係る議決
権は停止されなければならず，また統合指令 60 条 1 項（b）に定める条件を満たすか否
かを決定する際に当該株式が考慮されなければならない（統合指令 67 条 5 項 2 文）。さら
に公開有限責任会社の株式が以下の（a）および（b）の条件の下に他の会社に取得され
る場合，加盟国は統合指令 61 条 2 項 3 項・62 条を適用しない（統合指令 67 条 6 項）。（a）
他の会社に保有されている公開有限責任会社の株式に係る議決権が停止されていること，







1 項 1 文），当該決定および引受資本の増加については，統合指令 16 条に基づく各加盟国
法に定める方法により公示されなければならない（統合指令 68 条 1 項 2 文）。但し定款・
設立証書もしくは本条 1項に定める規制に従い決定が公示される株主総会により，法定さ
れた最高額を考慮して決定された最高額に至るまで引受資本の増加を授権することができ
（統合指令 68 条 2 項 1 文），この場合において引受資本の増加は，決定された額の限度内
で権限のある会社機関により決定されなければならず（統合指令 68 条 2 項 2 文），当該機
関の権限の期間は 5年とし，株主総会により 1回以上更新することができるが各期間は 5
年を超えてはならない（統合指令 68 条 2 項 3 文）。また種類株式がある場合，本条 1項に
よる資本増加に関する株主総会の決定もしくは本条 2項による資本増加の授権は，少なく
とも当該行為により権利に影響を受ける種類株主ごとに個別の決議をしなければならない
（統合指令 68 条 3 項）。さらに本条は株式転換権もしくは株式引受権を有するすべての証
券の発行に適用されるが，当該証券への転換および引受権の行使には適用されない（統合
指令 68 条 4 項）。
　引受資本の増加に際し出資の対価として発行される株式は，額面額（額面額がない場合
は算定額）の少なくとも 25%の払い込みがなされなければならず（統合指令 69 条 1 文），




年の期間内に全部給付しなければならず（統合指令 70 条 1 項），当該現物出資は，会社か
ら独立しかつ行政当局もしくは司法当局により指名もしくは承認を受けた 1名以上の鑑定
人により，資本増加がなされる前に作成された報告書の対象となり（統合指令 70 条 2 項




できるが（統合指令 70 条 3 項 1 文），合併もしくは会社分割の場合において，合併原案も
しくは会社分割原案に対する 1名以上の独立した鑑定人の報告書が作成される場合にの
み，加盟国は当該規制を適用しなければならず（統合指令 70 条 3 項 2 文），加盟国が合併
もしくは会社分割の場合に本条 2項を適用する旨を定める場合，本条による報告書と合併
原案もしくは会社分割原案に対する 1名以上の独立した鑑定人の報告書は，同一の鑑定人
によって作成される旨を定めることができる（統合指令 70 条 3 項 3 文）。さらに引受資本
の増加の際に発行される株式すべてが現物出資をした 1つ以上の会社に対して発行され，
出資を受ける会社のすべての株主が鑑定人報告書の提出を不要とすることに同意し，かつ
統合指令 49 条 4 項（b）～（f）の要件を満たしている場合，加盟国は本条 2項を適用しな










てのみ他の種類株主の引受権が行使できる旨を認めることができる（統合指令 72 条 2 項）。
また引受権の付与およびその行使期間については，統合指令 16 条に定められた官報に公
示されなければならないが（統合指令 72 条 3 項 1 文），会社が発行する株式すべてが登録
されている場合，加盟国法は当該官報への公示を定める必要はなく（統合指令 72 条 3 項
2 文），この場合当該会社の株主はすべて書面による通知を受けなければならない（統合
指令 72 条 3 項 3 文）。なお引受権は付与に関する公示日もしくは株主に対する通知の発送
日から 14 日を下回らない期間内に行使しなければならない（統合指令 72 条 3 項 4 文）。
　引受権の制限もしくは排除は，定款もしくは設立証書によりすることはできないが（統
合指令 72 条 4 項 1 文），株主総会の決議によりすることはでき（統合指令 72 条 4 項 2 文），
この場合において執行機関もしくは経営機関は当該株主総会に対し，引受権を制限もしく
は排除する理由および提案された発行価格の公正性を示した書面による報告書を要求しな
ければならない（統合指令 72 条 4 項 3 文）。なお当該株主総会は統合指令 83 条に定める
定足数および多数決の規制に従わなければならず（統合指令 72 条 4 項 4 文），当該決議は
統合指令 16 条に基づく各加盟国法に定める方法により公示されなければならない（統合
―64―
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指令 72 条 4 項 5 文）。また加盟国法は，定款・設立証書もしくは本条 4項に定める定足数・
多数決・公示の規制を受ける株主総会により，授権資本の制限内で引受資本を増加する権
限を有する会社の機関に対し，引受権を制限もしくは排除する権限を付与することができ
る旨を定めることができ（統合指令 72 条 5 項 1 文），当該権限は統合指令 68 条 2 項に定
める期間を超えて認められない（統合指令 72 条 5 項 2 文）。なお本条 1項～5項は，株式
転換権もしくは株式引受権を有するすべての証券の発行に適用されるが，当該証券への転
換および引受権の行使には適用されず（統合指令 72 条 6 項），また本条 1項 3項により当
該会社の株主に付与するため，引受資本の増加の決議により銀行その他の金融機関に対し
て株式を発行する場合，引受権は本条 4項 5項の目的による排除はなされない（統合指令
72 条 7 項）。
7　資本減少
　裁判所による命令の場合を除き，あらゆる引受資本の減少については少なくとも，統合
指令 79 条・80 条の場合を除いて統合指令 83 条に定める定足数および多数決の規制に従っ
た株主総会の決議によらなければならず（統合指令 73 条 1 文），当該決議は統合指令 16
条に基づく各加盟国法に定める方法により公示されなければならない（統合指令 73 条 2
文）。なお株主総会の招集通知には，少なくとも資本減少の目的およびその実行方法につ





を得る権利を有しなければならない（統合指令 75 条 1 項 1 文）。この場合において加盟国




75 条 1 項 3 文）。また加盟国法は，債権者が弁済を得るか裁判所が債権者の申し出に応じ
ない旨の決定をするまで，少なくとも当該資本減少は無効であり，もしくは株主の利益に
対する支払をすることができない旨を定めなければならない（統合指令 75 条 2 項）。なお
本条は，引受資本の減少が株主の出資の残額支払の全部もしくは一部の免除によりなされ
る場合に適用されなければならない（統合指令 75 条 3 項）。
　加盟国は，発生した損失の補填を目的とした引受資本の減少，もしくはその減少後に引
受資本の 10%を上回らない額での準備金への金銭の計上を目的とした引受資本の減少に
ついて，統合指令 75 条を適用しなくてもよいが（統合指令 76 条 1 項 1 文），引受資本の
減少の場合を除き，当該準備金は株主に配当することができず，当該加盟国が認める限り，
発生した損失の補填もしくは当該準備金の資本組入れによる引受資本の増加のためのみに





ばならない（統合指令 76 条 2 項）。また統合指令 45 条に基づいて定められた最低資本額
を下回るような引受資本の減少をすることはできないが（統合指令 77 条 1 文），加盟国は，
少なくとも定められた最低資本額と同額まで引受資本が増加する場合にのみ引受資本の減
少の決議が効力を生じる旨をあわせて定める場合，当該減少を認めることができる（統合



























お本条 1項に定める場合，統合指令 73 条 1 項・74 条・76 条・83 条は適用されない（統
合指令 79 条 2 項）。
　会社自身もしくは自己の名をもって会社のためにする者による取得に基づく，株式の消
却による引受資本の減少の場合，当該消却は常に株主総会の決議によらなければならない
（統合指令 80 条 1 項）。また株式が全額払込済みで，無償で取得される場合もしくは統合




千葉商大論叢　第 57 巻　第 2号（2019 年 11 月）
指令 80 条 2 項 1 文）。そして引受資本の減少の場合を除き，当該準備金は株主に対して配
当してはならず（統合指令 80 条 2 項 2 文），加盟国において認められている場合に，発生
した損失の補填もしくは当該準備金の組入れによる引受資本の増加のためにのみ用いるこ
とができる（統合指令 80 条 2 項 3 文）。なお本条に定める場合，統合指令 74 条・76 条・























　加盟国法は，統合指令 72 条 4 項 5 項・73 条・74 条・78 条・81 条に定める株主総会の
決議が，少なくとも出席した証券もしくは引受資本に付随する議決権の 3分の 2以上の多
数によってなされることを定めなければならないが（統合指令 83 条 1 文），引受資本の少
なくとも半数が出席している場合，本条 1文に定める議決権の単純多数決によることを定
めることができる（統合指令 83 条 2 文）。
8　適用に関する規制
　加盟国は，企業資本において従業員もしくは国内法で定める者の集団の参加を促進する
ための規定を採用もしくは適用のために必要である範囲において，統合指令 48 条 1 文・





社に対して，統合指令 60 条 1 項（a）1文・73 条・74 条・79 条・80 条を適用しない旨を
定めることができる（統合指令 84 条 2 項）。そして加盟国は，2014/59/EU指令（金融機
関および投資会社の回復・解決の枠組みを定める指令）（16）第 4 編に定める解決のための方
法・権限・仕組みを用いる場合，統合指令 49 条・58 条 1 項・68 条 1 項～3項・70 条 2 項
1 文・72 条・75 条・79 条・80 条・81 条を適用しない旨を定めなければならない（統合指





 （2019.9.19 受稿，2019.10.17 受理）
（16）Directive2014/59/EUof theEuropeanParliamentandof theCouncil of 15May2014establishinga
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〔抄　録〕
　2017 年 6 月 14 日に欧州議会および欧州理事会が採択した「会社法のある側面に関する
指令」（以下，「統合指令」）は，EU会社法に関する 6つの指令（82/891/EEC 指令（第 6




いて規制している。統合指令は前文 81 項，3編 168 条からなるが，そのほとんどが前述
の 6つの指令の内容を移行したものである。このうち資本維持・変更に関する規制につい






―法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議を中心として―
 泉　　絢　也
Ⅰ　はじめに
　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2が











明確で具体的な定めをなす法人税法 22 条の 2がここに加えられたことになる。
　法人税法 22 条の原型は，昭和 40 年の法人税法全文改正で作られた。同条に関する改正
を振り返ると，昭和 42 年に公正処理基準に従った計算を要請する規定（現行法人税法 22
条 4 項）が挿入され，その後，数回にわたり，資本等取引（現行法人税法 22 条 5 項）に
関する細かな改正を経験したにすぎない。収益の計上時期や計上額について通則的な規定
ともいわれる法人税法 22 条の 2を 22 条の改正の支流に加えるならば，インパクトのある
ものとしては，今回の改正は昭和 42 年以来のものといってよい。
　法人税法 22 条の 2という新規定の影響を考えるに，表面上は相応の影響力を有するよ
うに映る。連結財務諸表のみならず個別財務諸表にも適用される収益認識会計基準は，実
現主義や販売基準などの収益に係る諸原則を定める企業会計原則に優先するものとされて

















　法人税法 22 条の 2という新規定が呼び込む理論的関心の程度についても決して小さい
ものとはいえない。例えば，法人税法上の収益の計上時期に関しては，22 条 2 項や 4項





　以上を踏まえて，本稿では，新設された法人税法 22 条の 2の研究の一環として（2），22
条の 2を巡る「別段の定め」の論議を中心に考察する。具体的には，議論の下地造りの意
味も含めて，法人税法 22 条の 2第 1項ないし 4項について，その規定内容や論者の見解
の不一致が生じている論点の検討を行った上で（後記Ⅱ），〔1〕22 条の 2各項の「別段の
定め」の具体的範囲及び〔2〕22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当するかとい
う点（後記Ⅲ）を考察するとともに，これと関連して 22 条 4 項を巡る「別段の定め」の
論議（後記Ⅳ）を検討する。
Ⅱ　法人税法 22条の 2の規定内容等
　後の議論との関係上，法人税法 22 条の 2第 1項ないし 4項を中心に，新規定の内容を
確認するとともに，論者における見解の相違等について論及する。
1　法人税法 22 条の 2の概観











（2） 泉絢也「連載　収益認識会計基準と法人税法 22条の 2及び関係法令通達の論点研究」プロフェッションジャー
ナル 314 号以降も参照。
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　また，法人税法 22 条の 2第 7項からの委任を受けた同法施行令 18 の 2 は，修正の経理
を行った場合の取扱い等について定めている（3）。
2　法人税法 22 条の 2第 1項に関する補足
（1）　収益の計上時期のルールとしての引渡・役務提供基準






　下線部分を省略して読むと，法人税法 22 条の 2第 1項について，内国法人の資産の販
売等に係る収益の額は益金の額に算入することを定めていることが際立つが，これでは意









（3） 長島弘「収益認識基準対応としての法人税法 22 条の 2の問題点」会計・監査ジャーナル 30 巻 12 号 116 頁は，
法人税法施行令 18 条の 2第 4項において，同法 22 条の 2第 5項に関する定めを設けていることに着目し，





22 条 2 項が既に，しかも明確に定めていることであり，重ねて，22 条の 2第 1項が定め
ることはない。少なくとも，法人税法 22 条の 2第 1項の意義がそこにあるとは解し難い。
　このことに関して，立案担当者も，次のとおり，資産の販売等に係る収益を益金の額に
算入するかどうかについては引き続き法人税法 22 条 2 項の規定によることとし，その時
期及び金額について 22 条の 2で規定されていると解説している（4）。
法人税法第 22 条の 2の新設により，資産の販売等についてはその益金算入時期及び益
金算入額について明確にする規定が設けられる一方，同法第 22 条第 2項から資産の販
売等は除外されていません。すなわち，資産の販売等に係る収益を益金の額に算入する
かどうかについては引き続き法人税法第 22 条第 2項の規定によることとし，その時期
及び金額について同法第 22 条の 2で規定されていると整理されたことになります。し





































人税法 22 条の 2第 1項が定める引渡基準の範疇に含まれると解していることがわかる。
かような国税庁の理解を受け入れる論者も見受けられる（5）。
　他方で，出荷基準又は検収基準は，引渡基準ではなく，法人税法 22 条の 2第 2項が定
める「目的物の引渡しの日に近接する日」という近接日基準の範疇に含まれると理解する

















に関する会計基準』に対する法人税法の対応」法学志林 55 巻 3 号 33 頁も参照。
（6） 酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅲ』225 頁（中央経済社 2019）。
（7） EY新日本有限責任監査法人編『企業への影響からみる収益認識基準実務対応Q&A』116 頁（清文社
2018），島田眞一「新収益会計基準と法人税法との関係について」租税研究 833 号 327 頁参照。
（8） 山本史枝『奇跡の通達改正』54 頁以下（清文社 2019）参照。














・法人税法 22 条の 2第 1項は，資産の販売等に係る収益に関して，表面上，少なくとも
22 条 2 項よりも，明確で具体的な文言を擁しているが，その中身を検討すると，その
規範内容は多分に解釈の余地を残す，あるいは評価的要素を含み持つのではないかとい
う不安に駆られる。




3　法人税法 22 条の 2第 2項・第 3項に関する補足
（1）　収益の計上時期のルールとしての近接日基準






　法人税法 22 条の 2第 2項は，一定の要件を満たした場合には，1項の規定にかかわらず，
資産の販売等に係る収益の額について，目的物の引渡日又は役務の提供日に「近接する日」
の属する事業年度の益金の額に算入することを定めている。法人税法 22 条の 2第 1項が
資産の販売等に係る収益の計上時期のルールとして引渡・役務提供基準を採用しているの
に対し，2項はいわば近接日基準の採用を認めたものといえよう。
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して，同項の規定を適用する。




法人税法 22 条の 2第 2項の規定を適用することを定めている。
　法人税法 22 条の 2第 2項は，近接日基準に基づく収益計上に当たって確定決算による
経理を求めていた。法人税法 22 条の 2第 3項は，当初申告において近接日基準に基づく
申告調整を行ったときは，その申告調整額につき当該事業年度の確定した決算において収
益として経理したものとみなして，2項の規定を適用することを認める（「確定申告書」
の定義について法人税法 2条 31 号参照）。かように 3項は，確定決算による収益経理を行っ
ていない場合においても，申告調整を通じて近接日基準による収益計上が認められる道を
確保している。




れている（10）。上記のような法人税法 22 条の 2第 1項ないし 3項の関係に鑑みた指摘であ
ろう。
（2）　法人税法 22 条の 2第 3項の位置付けや 2項との関係に関する見解の不一致
ア　2要件充足不要説と 2要件充足必要説
　法人税法 22 条の 2第 3項の位置付けや同項と 2項との関係をどう理解すべきであるか












































④　別段の定め（法人税法 22 条 4 項を除く）がないこと（別段の定め不存在要件）










法人税法 22 条の 2第 3項について，次のとおり解説している（12）。
この③〔筆者注：法人税法 22 条の 2第 3項〕によってみなされるのはその日において「収
益として経理したこと」のみであり，その申告調整による収益認識日が一般に公正妥当
と認められる会計処理に従った収益認識日であることとはみなされないことから，申告






弘教授は，法人税法 22 条の 2第 3項について，「一般に公正妥当と認められる会計処理の










　また，長島教授は，法人税法 22条の 2第 3項について，「1項と 2項には『別段の定めが
あるものを除き』とあるところ，この 3項にはそれがない」という指摘もなされている（14）。
（12）藤田ほか・前掲注（4）275 頁。
（13）長島・前掲注（3）114 頁。長島弘「新法人税法 22 条の 2の問題点」税制研究 74 号 94 頁以下も参照。また，
酒井・前掲注（6）257 頁は，「無償取引については，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って益
金経理要件〔筆者注：本稿でいうところの③近接日における確定決算収益経理要件を指すと思われる。以下
同じ〕を充足することが困難であるため，法人税法 22 条の 2第 2項の適用のみを前提とすると，契約日基
準を採用することができないことになる。しかしながら，同条 3項を適用することにより，必ずしも益金経
理要件を必要とせず，確定申告記載要件を充足することで契約日基準の採用を認めようとするのである」と
いう見解を示される。この見解は，法人税法 22 条の 2第 3項を通じて 2項を適用する場合には，少なくと
も 2項の②公正処理基準準拠要件は要求されないことを前提としている可能性もあるが，22 条の 2第 3項は




















還付について定める 80 条 4 項と連結欠損金の繰戻しによる還付について定める 81 条の
31 第 4 項がある。法人税法 10 条の 3の適用がある場合に，法人の解散という要件以外の
欠損金の繰戻しの還付要件を満たしていないにもかかわらず，80 条 4 項又は 81 条の 31
第 4 項の適用があると解することができないことは明白である。
　もちろん，みなし規定の適用があることによって，他方の規定の要件をすべて充足する
ことになるような関係の場合は別であるが，法人税法 22 条の 2第 2項と 3項の関係はそ
のようなものではない。






22 条の 2第 3項の法律効果部分は，端的に，「当該資産の販売等に係る収益の額は，当該
事業年度の所得の金額の計算上，益金の額に算入する。」などと定めたはずではないか（15）。
かような疑問が惹起される。
　加えて，法人税法 22 条の 2第 3項の適用がある場合には，2項の④別段の定め不存在
要件を充足する必要がないとするとどうなるか。例えば，立案担当者の解説にあるよう
に（16），ここでいう別段の定めに，有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入につ
いて定める法人税法 61 条の 2が該当するとしよう（17）（もっとも，酒井克彦教授は，法人
税法 61 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であり，22 条の 2第 1項や 2項の「別段の
（15）「法人税法 22 条の 2第 1項の規定にかかわらず，」又は「前各項の規定にかかわらず，」などの文言を挿入す
ることも考えられる。
（16）藤田ほか・前掲注（4）273～274 頁参照。
（17） 渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第 2版〕』126頁（弘文堂 2019）も立案担当者の解説と同様の理解を示される。
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定め」ではないこと及び 22 条の 2第 3項が 2項の「別段の定め」に該当するという見解
を示されている（18））。
　そうすると，有価証券の譲渡に係る収益の計上時期について，法人税法 61 条の 2第 1
項が定める約定日基準ではなく，22 条の 2第 3項の適用により，申告調整による約定日
基準以外の近接日基準を採用する余地が出てくる。2項経由では認められないにもかかわ
らず，3項経由であればその採用が認められる可能性があることになる。しかも，法人税
法 61 条の 2第 1項は，所得の金額について益金の額から損金の額を控除するというグロ
ス計算を要請する 22 条と異なり，ネット計算，すなわち有価証券の譲渡に係る譲渡利益
額を益金の額，譲渡損失額を損金の額に算入することを定めている。よって，収益の額の
みに法人税法 22 条の 2第 3項を適用した場合，譲渡原価の額については 22 条 3 項と 61
条の 2のいずれを適用するのか，という問題が発生してしまう（もちろん，61 の 2 は後
述する「別段の定め」ルートを通るため 22 条の 2の適用はないなど，解釈により，問題
を解決することはありうる。また，61 条の 2は「収益」という語を用いておらず 22 条の
2と規律範囲が重なるのかという疑念も残るため，63 条や 64 条の方が好例かもしれない）。

















4　法人税法 22 条の 2第 4項に関する補足








　法人税法 22 条の 2第 4項は，大雑把にいえば，資産の販売等に係る収益の額として，1
項又は 2項により益金の額に算入する金額が時価ないし適正な価額であることを明らかに
したものである（19）。法人税法 22 条 2 項について，資産の譲渡が代金の受入れその他資産
の増加を来すべき反対給付を伴わないものであっても，譲渡時における資産の適正な価額
に相当する収益があると認識すべきものであることを明らかにした規定であると判示した
南西通商株式会社事件の最高裁平成 7年 12 月 19 日第三小法廷判決（民集 49 巻 10 号















　この点について，法人税法 22 条の 2第 4項は，「役務提供時に」通常得るべき対価の額
に相当する金額と規定するものであるという見解も示されている。例えば，酒井克彦教授
は，法人税法 22 条の 2第 4項について，「収益の額は，『資産引渡時の価額』または『役
務提供時に通常得るべき対価の額に相当する金額』と規定する」として補充的な解釈をな
されている（21）。
（19）法人税法 22 条の 2第 4項が「価額」と「対価の額」をどのように使い分けているのかは明らかではないが，
「対価の額」を時価ないし適正な価額であると解釈する際の参考となる裁判例として，東京高裁平成 26 年 6
月 12 日判決（訟月 61 巻 2 号 394 頁），東京高裁平成 27 年 11 月 18 日判決（税資 265 号順号 12753）参照。
（20）朝長英樹「『収益認識に関する会計基準等への対応』として平成 30 年度に行われた税法・通達改正の検証（3）」
T&Amaster751 号 25 頁。
（21）酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅰ〔第 2版〕』20 頁（中央経済社 2018），酒井・前掲注（6）226 頁。谷
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Ⅲ　法人税法 22条の 2を巡る「別段の定め」論議
　法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議という枠組みで捉えると，議論の軸とし
て次の 2つを立てることができる（22）。
　〔1〕法人税法 22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲
　〔2〕法人税法 22 条の 2における他の規定の「別段の定め」該当性
　以下，〔1〕について簡述した上で，〔2〕について，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別
段の定め」に該当するかという点を検討する。
1　〔1〕法人税法 22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲
　法人税法 22 条の 2第 1項，2項又は 4項の「別段の定め」に該当するのはどの規定か。
立案担当者は，法人税法 22 条の 2第 1項の「別段の定め」の具体的例示として，以下の
法人税法の規定を挙げ，2項の「別段の定め」も同様であると解説している（23）。
・第 61 条（短期売買商品の譲渡損益及び時価評価損益）
・第 61 条の 2（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入）
・第 62 条の 5第 2項（現物分配による資産の譲渡）
・第 63 条（リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・第 64 条（工事の請負に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・所得税法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 7号）附則第 28 条の規定により
なおその効力を有するものとされる同法 2条の規定による改正前の法人税法第 63 条
（長期割賦販売等に係る収益及び費用の帰属事業年度）
　また，立案担当者は，法人税法 22 条の 2第 4項の「別段の定め」の具体的例示として，
以下の法人税法の規定を挙げている（24）。
・第 61 条（短期売買商品の譲渡損益及び時価評価損益）
・第 61 条の 2（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入）
・第 62 条から第 62 条の 5まで（組織再編成による資産の譲渡）
・第 63 条（リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・第 64 条（工事の請負に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・所得税法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 7号）附則第 28 条の規定により
なおその効力を有するものとされる同法第 2条の規定による改正前の法人税法第 63
条（長期割賦販売等に係る収益及び費用の帰属事業年度）
（22）このほか，租税特別措置法が法人税法 22 条の 2の「別段の定め」に該当するかという論点などもある。参
考として，酒井克彦「租税特別措置法は法人税法 22 条にいう『別段の定め』か」中央・ロージャーナル 12





　立案担当者の上記解説について，法人税法 61 条の 2を例として考えてみたい。法人税
法 61 条の 2第 1項は有価証券の譲渡損益の計上時期について，「その譲渡に係る契約をし
た日〔中略〕の属する事業年度の所得の金額の計算上，益金の額又は損金の額に算入する」
として，いわゆる約定日基準を定めている。このことに鑑みて，立案担当者は，法人税法
61 条の 2について，収益の計上時期として引渡基準を定める 22 条の 2第 1項や近接日基
準を定める 2項の「別段の定め」であると解しているのであろう。





案担当者は，法人税法 61 条の 2について，収益の額として益金の額に算入する金額を販
売又は譲渡をした資産の引渡しの時における価額とする 22 条の 2第 4項の「別段の定め」
であると整理しているのであろう。
　なお，法人税法 22 条は，別段の定めがあるものを除き，収益の額から原価・費用・損
失の額を控除し，課税所得を算出するというグロス計算を求めているが，61 条の 2第 1
項は譲渡利益額を益金の額に算入し，譲渡損失額を損金の額に算入することを規定してい
る。いわば，有価証券の譲渡損益に係る課税所得金額の計算について，法人税法 22 条 2
項又は 3項を通じたグロス計算ではなく，ネット計算を求めている。課税所得の算出の仕
方という点からすれば，法人税法 61 条の 2第 1項は 22 条 2 項や 3項の「別段の定め」で
あるともいえよう。
　上記の立案担当者のものとは異なる見解も示されている。すなわち，酒井克彦教授は，
法人税法 61 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であり，22 条の 2第 1項や 2項の「別
段の定め」ではないこと及び法人税法 22 条の 2第 3項が 2項の「別段の定め」に該当す
るという見解を示されている（25）。法人税法 22 条の 2各項が定める「別段の定め」の具体
的範囲については更なる議論の余地があろう（26）。
2　〔2〕法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（概要）
　〔2〕法人税法 22条の 2における他の規定の「別段の定め」該当性，とりわけ法人税法 22
条の 2が 22 条 2項の「別段の定め」に該当するのか，という問題を中心に検討してみたい。
　学説は，既に積極説と消極説に分断されている。積極説として，渡辺徹也教授は，「22
条の 2は，別段の定めのトップバッターです。かつて別段の定めは 23条（受取配当の益金
不算入）から始まっていました。平成 30年度改正では，22条と 23 条との間に，あえて 22
（25）酒井・前掲注（6）255～257 頁参照。
（26）小林磨寿美＝大野貴史『中小企業の取引における収益認識の税務と会計の実務』13 頁（税務経理協会 2019）










他方，消極説として，酒井克彦教授は，法人税法 22条の 2は 22 条 4項の「別段の定め」
であって，22条 2項の「別段の定め」ではない（22条 2項の「別段の定め」は 23条以下
である）と整理される（28）。
　立案担当者の解説を見ても，積極説又は消極説のいずれであるかは判然としない。立案




3　法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（積極説の検討）
（1）　法人税法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所
　上述のとおり，渡辺徹也教授は，法人税法 22 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であ
るとする積極説を明示的に採用している。ここでは，積極説の根拠の候補として，法人税
法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所を手掛かりとしたアプローチを提案してみたい。
渡辺教授が積極説を採用する根拠は必ずしも明らかではないが，「平成 30 年度改正では，
22 条と 23 条との間に，あえて 22 条の 2という条文を入れて，益金の認識に関するルー
ルを規定しました」という上記説明部分からすると，法人税法 22 条の 2の格納場所ない
し配置場所を 1つの根拠として抱懐されている可能性はある。





（27）渡辺・前掲注（17）115 頁。なお，渡辺教授は，法人税法 22 条の 2について，22 条 4 項の「別段の定め」で
もあるという立場を示されている（渡辺・同書 125 頁参照）。金子友裕「法人税法 22 条の 2創設の意義」経






　法人税法 22 条の 2が 22 条の格納場所である第二編第一章第一節「第二款　各事業年度
の所得の金額の計算の通則」に格納されなかったこと（視点③）にあらわれているように，
各事業年度の所得の金額の計算の通則としては，依然として，22 条こそが最重要規定で
ある。法人税法 22 条の 2は，22 条の見出しが掲げていた「各事業年度の所得の金額の計算」
に関する定めというよりも，「益金の額」ないし「収益の額」の計算に関する定めにすぎ
ない（視点①や②と関わる。法人税法 22 条の見出しを削除する改正については後述）。
　法人税法 22 条の 2について特筆すべきことは，収益の計上時期や計上額に関して，22
条 2 項よりも明確かつ具体的な文言を用いていることである。このように考えてみると，
「各事業年度の所得の金額の計算の通則」としては，法人税法 22 条の 2創設後において
も依然として，22 条が最重要規定であるが，資産の販売等に係る収益の計上時期と計上
額に関する通則（的規定）としては，22 条の 2創設後においては，同条の方が 22 条より
も重要であるという見方が成り立つ。
　別段の定めの議論に与える示唆を述べるならば，法人税法 22 条の 2が益金の額の計算
に係る別段の定めの格納場所として理解されてきた「第三款　益金の額の計算」に格納さ
れたこと（視点①）をもって，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当することの
証左であるという見方に結び付く。積極説の根拠の候補の 1つとなるのである。
―86―
千葉商大論叢　第 57 巻　第 2号（2019 年 11 月）
　また，法人税法 22 条の 2が 22 条の格納場所である「第二款　各事業年度の所得の金額
の計算の通則」に格納されなかったこと（視点③）も積極説の根拠の候補の 1つになりう
るし，やや議論の先取りになってしまうが，消極説への反論にもなりうる。法人税法 22
条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」ではないとすれば，なぜ 22 条の 2は「第二款　各事
業年度の所得の金額の計算の通則」に格納されなかったのかという疑問が生じるからであ
る（視点③）。消極説がいうように法人税法 22 条の 2が 22 条の「別段の定め」ではない
とすれば，所得の金額の計算の通則規定の一部として，22 条の 2を「第二款　各事業年
度の所得の金額の計算の通則」に配置したはずではないかという疑問と言い換えてもよい。






















採用した条文配置は，法人税法 22 条の 2が 22 条の「別段の定め」であることを積極的に
裏付けるものではない，と（消極説側からの）再反論の素材として利用されるのである。
　しかしながら，別の視点から更に考察を進めることも可能である。上記説明は，法人税
法 22 条の 2を 22 条と一応切り離して観察するものである。かように，法人税法 22 条と
の関係性を顧みずに 22 条の 2の規定を単体として見て，上記説明にあるように法人税法
22 条の 2の性格を捉えることの妥当性については検討の余地もある。




算の通則」を構成する規定として評価する余地が出てくる。例えば，法人税法 22 条に 6
項以降を設けることも選択肢に入れて，22 条の 2の規定内容を 22 条に組み込む，あるい
は，「第二款　各事業年度の所得の金額の計算の通則」の中に「第一目　各事業年度の所
得の金額の計算の通則」と「第二目　資産の販売等に係る収益の額の計算の通則」を設け
て，第一目に 22 条，第二目に 22 条の 2を配置することも考えられよう。
　かような例を出すと，改正法が，法人税法 22 条の 2について，22 条のおさめられてい
る「第二款　各事業年度の所得の金額の計算の通則」に格納しなかったこと（視点③）が
より強調される。すなわち，法人税法 22 条の 2を 22 条の格納場所である「第二款　各事
業年度の所得の金額の計算の通則」に配置した場合，法人税法 22 条の 2は，22 条とともに，
「各事業年度の所得の金額の計算の通則」を構成する余地があるにもかかわらず，改正法
はそうしなかった。
　このことを考慮すると，法人税法 22 条の 2をもって，22 条の一部であるかのように捉
えられることを避けたのか，あるいは，やはり，法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項の「別段
の定め」として性格付けることとしたという見方も検討の対象に入り込んでくる。法人税




（2）　法人税法 22 条 2 項の見出しを削除する改正


















（31）法制執務研究会編『新訂　ワークブック法制執務〔第 2版〕』186 頁（ぎょうせい 2018）参照。
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も，法人税法 22 条や 22 条の 2のみならず，第三款以降の規定についても「各事業年度の







（3）　法人税法 22 の 2 が実際に 22 条 2 項の「別段の定め」といえるような規定であるか
　法人税法 22 の 2 が実際に 22 条 2 項の「別段の定め」といえるような規定であるかとい
う実際上の視点にも言及しておこう。特に法人税法 22 条の 2については，例えば，その
第 1項は「益金の額に算入する」と締めくくられており，一見すると，22 条 2 項の「収
益の額」とは別ルートで益金の額に算入する規定であるかのように見えるが，その主語は
「収益の額」となっている。ここでいう「収益の額」は法人税法 22 条 2 項の「収益の額」
を指していると解するならば，22 条の 2と 22 条 2 項は規律範囲が重なっていることにな




　積極説の根拠の候補として，法人税法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所を手掛かり
とした考察を試みた。かかるアプローチのみによって法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項の「別






4　法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（消極説の検討）
（1）　22 条 4 項アプローチ
　ア　命題①と①′
　法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の「別段の定め」であるという前提理解の下（かかる理
解が学説の支持を得つつあることについては後述），二律背反的に，法人税法 22 条の 2は
22 条 2 項の「別段の定め」であることはありえないとして，消極説を支持すること（以下，
「22 条 4 項アプローチ」という）はできるであろうか。








「収益の額」ルートと「別段の定め」ルートは合流すること（法人税法 22 条 2 項と同
項の「別段の定め」に該当する規定は併せて適用されること）なく，それぞれ別々に益
金の額に向かう。
　法人税法 22 条 4 項は，2項に規定する当該事業年度の「収益の額」及び 3項各号に掲
げる額（原価・費用・損失の額）は「別段の定めがあるものを除き，一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする」と定めている。上記命題①が成
り立つことを前提とすると，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，
当該事業年度の「収益の額」に含まれることなく，益金の額に算入されることになる。よっ
て，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はないという
命題①′が導かれる。これらのことを前提として消極説を展開することは可能である。
命題①′
法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はない。
　例えば，酒井克彦教授は，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」があるのであれば，か
かる「別段の定め」の規定内容が優先されるのであり，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の
定め」である（本稿でいうところの積極説を採用する）とすれば，そもそも，資産の販売
等については 22 条 4 項に進まないはずであると指摘された上で，かくして，本来，22 条
（34）藤曲武美『収益認識の税務』149 頁（中央経済社 2018）も，法人税法 22 条の 2は「条文構成上は益金の額
の計算に関する別段の定めとなる」という見解を示される。
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2 項の「別段の定め」であり，かつ，22 条 4 項の「別段の定め」でもあるということは解
釈上ありえない構成であると論じられる（35）。
　また，酒井教授は，法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項及び 4項両方の「別段の定め」であ
ると捉える見解に対して，そもそも法人税法 22 条 4 項に「別段の定めがあるものを除き」
との文言を加える必要があったのかという疑問や，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」
でもあり，かつ，22 条 4 項の「別段の定め」でもあるという二重の「別段の定め」とさ
れることになり，条文解釈として妥当といえるかという疑問を提起される（36）。
　これらの疑問は，法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の「別段の定め」であるという前提理
解の下で提起されたものと解する。かかる前提理解は一定の説得力を有する。もっとも，
命題①及び命題①′がそのままの形で成り立つかという点はいずれも検討の余地がある。
法人税法 29 条や 31 条の存在を想起すると，常にこれらの命題が成り立つわけではないの
ではないかという検討すべき課題が浮かび上がるからである。
　イ　命題❶と❶′
　法人税法 29 条 1 項は次のように定めている。









　一般に，法人税法 29 条は 22 条 3 項の「別段の定め」であると解されている（37）。命題
①を法人税法 22 条 3 項に合わせて書き直し，次のような命題❶を立ててみる。
命題❶
「原価・費用・損失の額」ルートと「別段の定め」ルートは合流すること（法人税法
22 条 3 項と同項の「別段の定め」に該当する規定は併せて適用されること）なく，そ
れぞれ別々に損金の額に向かう。








を定めている。法人税法 22 条 4 項は，3項各号に掲げる原価・費用・損失の額は，「別段
の定めがあるものを除き，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算され
るものとする」としている。
　上記命題❶が成り立つことを前提とすると，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該
当する場合には，当該事業年度の原価・費用・損失の額に含まれることなく，「損金の額」
に算入されることになる（以下，便宜上，損金不算入の規定については考慮しない）。よっ
て，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はないという
命題❶′が導かれる。これらのことを前提として消極説を展開することは可能である。
命題❶′
法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はない。
　もっとも，命題❶や❶′が常に成り立つといえるかは疑問である。法人税法 29 条 1 項は，
22 条 3 項とは別のルートを通って棚卸資産の売上原価等を損金の額に算入する規定では
なく，あくまで同項を経由して棚卸資産の売上原価等を損金の額に算入する規定であると
解されるからである。
　このことは，法人税法 29 条 1 項の末尾が「損金の額に算入する」というものになって
いないことや，同項が「22 条第 3項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定に
より各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入する金額を算定する
場合」と規定していることにあらわれている。よって，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」
である 29 条の適用がある場合に，同時に，22 条 3 項の適用もあることになる。法人税法
22 条 3 項の適用があり，「原価・費用・損失の額」ルートを通って損金の額に向かうので






とが分かるにとどまるのである。すると，法人税法 22 条 4 項にいう公正処理基準の考え
方から，企業会計における売上原価の計算方法に従うということになろう」と論じられ
る（38）。法人税法 22 条 3 項 1 号の売上原価について，29 条と 22 条 4 項の併用を認めてい
る（ひいては，29 条と 22 条 3 項の併用を認めている）と解してよいであろう。
　ここでは，後の議論のために，かような法人税法 29 条に対して，棚卸資産の売上原価
等の計算及びその評価の方法について，22 条 3 項を明確化ないし補充する規定であるに
（38）酒井克彦『裁判例からみる法人税法〔2訂版〕』305 頁（大蔵財務協会 2017）。
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すぎないという性格付けもありうることを指摘しておく。










　この法人税法 31 条 1 項も，22 条 3 項を経由せずに減価償却費を損金の額に算入する規
定ではなく，あくまで 3項を経由して減価償却費を損金の額に算入する規定であり，この
ことは条文上も明らかである（法人税法 32 条 1 項についても同様の議論をなしうる）。
　ここでも，かような法人税法 31 条 1 項に対して，減価償却資産の償却費の計算及びそ
の償却の方法について，22 条 3 項を明確化ないし補充する規定であるにすぎないという
性格付けもありうることに注意を向けておく。
　ウ　命題①″













の命題①や①′に基づく形式論のみによって，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の
定め」である可能性を排除することは難しくなる。
　法人税法 29 条 1 項は，売上原価等について，同項を適用した上で，22 条 3 項の規定に
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　そもそも，単に，法人税法 22 条の 2は，22 条 2 項の「別段の定め」であるとか，22 条
4 項の「別段の定め」であるとか，条文ごとに総体的な観察するのではなく，各条文の中身，
個別の文言ないしその内容を具体的に観察し，規律範囲が重なっているのか，競合してい
るのかといった点から考察する方法も検討の余地がある。法人税法 22 条 2 項又は 3項の
「別段の定め」があれば，これが 22 条 2 項又は 3項に優先して適用されることになるが，
どのような意味で優先されるのか，あるいは 22 条 2 項又は 3項の適用は“途絶”される
のかという点については，「別段の定め」としての規律範囲を慎重に見極める必要があろう。
　法人税法 29 条 1 項の例でいえば，簡単に，同項は 22 条 3 項の「別段の定め」であるか
ら 22 条 4 項の適用はないと片付けたり，画一的なラベル付けをしたりするのではなく，
①棚卸資産の売上原価等が損金の額に算入されることについては 22 条 3 項 1 号が通則的
に定めており，②売上原価の計算に関する具体的な算式は定められていないため，22 条 4
項により，「売上原価＝（期首商品棚卸高＋当期商品仕入高）－期末商品棚卸高」という算
式が導かれ，③棚卸資産の期末評価額については 29 条 1 項が定めているため，同項は 22
条 2 項の「別段の定め」としての側面を有するが，④他方で，22 条 4 項をより所として
棚卸資産の売上原価等に係る期末評価額について 29 条 1 項と異なるルールを適用するこ
とはできないから，この意味では，29 条 1 項は 22 条 4 項の「別段の定め」でもある，と
いように個別具体的にクローズアップして，「別段の定め」該当性や「別段の定め」とし
ての規律範囲を考察する手法が考えられる。
　いずれにせよ，少なくとも 22 条 4 項アプローチ（のみ）に基づいて消極説を採用する
ことには，現時点では遅疑逡巡せざるをえない。
（2）　補充規定アプローチ
　法人税法 22 条の 2は，22 条 2 項の規定を明確化ないし具体化した補充的な規定である
と理解した上で，そのことを論拠に据えることによって，法人税法 22 条の 2は 22 条 2 項
の「別段の定め」ではないという消極説を支持すること（以下，「補充規定アプローチ」
という）ができるかもしれない。
　例えば，金子宏教授は，収益認識会計基準を受けて，法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」
として，22 条の 2が創設されたと述べられる（39）。金子教授は，かように法人税法 22 条の
2が 22 条 4 項の「別段の定め」であることを明記する一方，「本条〔筆者注：法人税法 22
条の 2〕は，別段の規定であるから，従来の学説・判例を含む公正・妥当な会計処理の基
準（たとえば，権利確定主義）を修正ないし否定するものではない。また，本条の規定は，
法人税法 22 条との関係では，確認的，明確化的，補充的ないし追加的であって，22 条と
抵触する要素は少ないと考える〔下線筆者〕」とされ，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別
（39）金子・前掲注（1）355 頁参照。
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則として，資本等取引以外の取引によるすべての収益が含まれる（22 条 2 項）が，法人
税法は，益金の額の計算について，23 条ないし 27 条に規定を設けている」として，法人
税法 22 条の 2を 23 条以下に格納されている 22 条 2 項の「別段の定め」とは別枠で捉え
ているかのような記述をなされている（41）（ただし，法人税法 22 の 2 はあくまで「収益の額」
に係る規定であることを考慮しているにすぎない可能性もある）。













法 29条 1項は棚卸資産の売上原価等の計算及びその評価の方法について，22条 3項を明
確化ないし補充する規定であるにすぎないという評価もありうる。法人税法 31条 1項につ
いても同様である（25条 1項や 33条 1項なども 22条の規範内容を明確化ないし補充する
規定であると捉える見解もありえよう）。












　以上からすると，少なくとも 22 条 4 項アプローチや補充規定アプローチから消極説を
支持することは，現段階では保留せざるをえない。消極説をとる場合には，各アプローチ
の理屈をもう少し補充するか，別のアプローチから（も）考究する必要があろう。例えば，





22 条 2 項の条文内に同項の「別段の定め」が存在することはない）という命題の射程を
検討することも考えられる。補充規定アプローチとの類似性や親和性を有するが（質的な
問題か，量的な問題かという視点がありうることに留意），法人税法 22 条の 2の内容を別
置するのではなく 22 条に入れ込むような改正のあり方を念頭に置くとわかるように，22
条 2 項の「収益」の計上時期及び計上額に関して定める 22 条の 2は 22 条の一部，しかも
所得計算の通則規定の一部を構成すると解することで，消極説への道が拓けるかもしれな
い。ただし，平成 30 年度税制改正では，法人税法 22 条の 2第 1項の「別段の定め」から
22 条 4 項を除くことを明記しており，22 条 4 項さえも「別段の定め」として位置付けて
いる（ひいては，22 条 2 項や 3項も他の規定との関係において「別段の定め」となる可
能性や，22 条の 2の「別段の定め」として 22 条 2 項を捉える可能性についても検討が必
要となる）ことを考えてみても（45），平坦な道ではなさそうである。




T&Amaster753 号 17～18 頁は，前者の関係について「『原則』による『売上原価』の額の計算の一部に『特
例』による計算を行なわなければならない部分がある」というものである一方，後者の関係について，「22




だし資産の販売等に係る益金に関しては法 22 条の 2より下位のものとして）位置づけられた点は，今後，
大きな影響を持つものとして注視すべき」であると指摘される。また，藤曲・前掲注（34）66 頁は，法人税法
22 条の 2第 1項が「別段の定め」から 22 条 4 項を除いていることについて，「この規定ぶりは，法人税法
22 条 4 項を別段の定めと同等なものに把握している点で従来の考え方を否定するに等しく，問題が残る」と
指摘される。さらに，藤曲・同書 152～153 頁は，「法人税法 22 条 4 項の規定の性格からすれば，法人税法
等の通則規定，別段の定めで定められていない白地部分に働く所得計算の通則規定に定められた確認的規定
であり，法人税法の別段の定めとは考えられない。したがって，前提的なこととして，別段の定めが存在す
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Ⅳ　法人税法 22条 4項を巡る「別段の定め」論議
　法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議との関連ともいえるものに，22 条 4 項を
巡る「別段の定め」論議がある。以下，法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」の具体的範
囲は何か及び同項は 2項の「別段の定め」であるかという観点から考察を加える。
1　法人税法 22 条 4項の「別段の定め」の具体的範囲





　法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」について，同項と実質的に規律範囲が重なるよう
な規定は基本的に同項の「別段の定め」に該当する，という見方がありうる。ただし，同
項は，22 条 2 項の収益の額又は 3項の原価・費用・損失の額に係る規定である。よって，
これらとは別ルートで益金の額又は損金の額に向かう規定は 22 条 4 項の「別段の定め」
には該当しないと解される。かように論断することには難点も存在するのであるが，差し





た（法人税法 22 条 2 項のうち無償取引からも収益が生じるとする規定部分，同条 3項 2





条と併せて同法第 22 条の 2の規定を適用するという構成と整理されました。また，売
上原価及び償却費についても，法人税法第 22 条と併せて同法第 29 条，第 31 条又は第
32 条が適用されて損金の額に算入する根拠規定となるような規定ぶりとなっています。
法人税法第 22 条の規定と同法第 22 条の 2以下の規定とが併さって益金の額又は損金の
（46）内国法人が適格現物分配により資産の移転を受けたことにより生ずる「収益の額」は益金の額に算入しない
旨を定める法人税法 62 条の 5第 4項をどのように位置付けるべきか，という問題もある
（47）この点に関して，藤曲・前掲注（34）151 頁，朝長英樹「『収益認識に関する会計基準等への対応』として平成




額の根拠規定となる場合には，法人税法第 22 条第 4項の規定と同法第 22 条の 2以下の
規定とが抵触する場合があります。このような場合の優先関係について，今回，法人税
法第 22 条の 2の創設を契機として，同法第 22 条の 2以下の規定が優先することが明確
化されました。具体的には，法人税法第 22 条第 4項の規定は，別段の定めがある場合
には適用しないこととされました（法法 22 ④）。
 〔下線筆者〕
　上記説明は法人税法 22 条 4 項と 22 条の 2以下の規定とが合わさって，益金の額又は損
金の額の根拠規定となる場面を想定したものといえるため，下線部分の「別段の定め」と
はその直前の「同法第 22 条の 2以下の規定」を指し，具体的には法人税法 22 条の 2や
29 条，31 条又は 32 条を想定しているものと解される。
　他方，酒井克彦教授は，法人税法 22 条 4項の「別段の定め」が 22 条の 2のみを指し，
財務省主税局も同様の立場であると解されている（49）。もっとも，同教授は，法人税法 22
の 2を 22 条 4項の「別段の定め」と解することの困難性も指摘されている。すなわち，同






税法 22 条の 2を同法 22 条 4項の『別段の定め』と理解することは困難ではないかとも思
われるのである。もっとも，法人税法 22 条 2項は，当然ながら無償取引だけを規定してい
るものではないことから，有償取引についてのみ，法人税法 22 条の 2は同法 22 条 4項の
『別段の定め』であると整理することも不可能なわけではない」という見解を示される（50）。
　本稿では，現に存在する無償取引に係る会計慣行等に加えて，将来において基準や慣行
が作成ないし生成されうることも考慮に入れると，法人税法 22条の 2第 2項の要件論や解
4 4 4 4 4
釈論の場面
4 4 4 4 4
において，同項は無償取引に適用することはないと断ずることには慎重であり
たい（51）。法人税法 22条の 2第 2項の適用の場面







　かように検討すべき点は残されているが，少なくとも法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の
（49）酒井・前掲注（6）286～287 頁参照。
（50）酒井・前掲注（6）252 頁。
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「別段の定め」であるという理解は学説の支持を得つつある（52）。
2　法人税法 22 条 4項は 2項の「別段の定め」であるか
　法人税法 22 条 4 項は 2項の「別段の定め」であるかという問題もある。この点について，
酒井克彦教授は，法人税法 22 条 4 項を 2項の「別段の定め」と捉える見解に対して批判
的に疑問を呈される。すなわち，酒井教授は，法人税法 22 条 4 項を 2項の「別段の定め」
と捉えると，「法人税法 22 条 2 項ないし 3項にいう『別段の定め』とは，『同法 23 条以下
＋ 22 条 4 項』を指すこととなり，いわばすべての法人税法上の規定が『別段の定め』と
位置付けられることになってしまい，そうなると，『別段の定め』という意味を失ってし





・法人税法 22 条 2 項と 4項のように「同一の条文内に格納されている規定同士は『別段
の定め』の関係にない」
・法人税法 22 条 4 項のように「法人税の課税所得計算の通則規定の一部をなしているも
のは他の条項の『別段の定め』とはならない」
・（繰り返しの議論になるが）「法人税法 22 条 4 項は 2項の規範内容を明確化ないし補充
する規定であるため，2項の『別段の定め』ではなない」
Ⅴ　結びに代えて
　本稿では，収益認識会計基準の公表に伴い新設された法人税法 22 条の 2の規定の研究
の一環として，22 条 4 項を巡る「別段の定め」論議のほか，22 条の 2を巡る「別段の定め」
論議，具体的には，〔1〕22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲及び〔2〕22 条の 2
における他の規定の「別段の定め」該当性，とりわけ 22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定
め」に該当するかという点に関する考察を行ったが，いずれも論者の見解が分かれており，
更なる検討の余地があるものであった。今後，争訟等で法人税法 22 条の 2の解釈・適用
が争点となることも予想されるため，本稿で指摘した論者の見解の不一致が生じている他
の論点と併せて，更なる議論や事例の蓄積が待たれる。
 （2019.9.20 受稿，2019.11.15 受理）
（52）本稿で引用している金子宏教授や酒井克彦教授の見解のほか，吉村政穂「税制改正大綱を評価する―法人課
税―」税研 199 号 51 頁，谷口・前掲注（21）398 頁，林仲宣編著『新通達 “最速” 対応　具体例で理解する収
益認識基準の法人税実務』58 頁〔谷口智紀執筆〕（ぎょうせい 2018），渡辺・前掲注（17）118 頁，鈴木・前掲
注（51）8 頁，坂本雅士ほか「新たな収益認識基準と法人税等―解釈論上の議題を中心に―」立教経済学研究
72 巻 3 号 171 頁〔髙橋絵梨花執筆〕参照。この点に関する議論として，古賀敬作「法人税法上の収益計上時





　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2が
創設された。この改正は，平成 30 年 3 月 30 日に企業会計基準委員会によって収益の認識
に関して包括的で詳細な内容を定める企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」
等が公表されたことに伴うものである。本稿は，新設された法人税法 22 条の 2の規定の
研究の一環として，22 条 4 項を巡る「別段の定め」論議のほか，22 条の 2を巡る「別段
の定め」論議，具体的には，〔1〕22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲及び〔2〕
22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当するかという点を考察するものである。〔2〕




































（2） 真田久『19 世紀のオリンピア競技祭』明和出版，2011，35-37.：ヴォルフガング・ベーリンガ （ー髙木葉子訳）
『スポーツの文化史―古代オリンピックから 21 世紀まで』法政大学出版局，2019，344-345．
（3） ベーリンガー『スポーツの文化史』2019，342-344．
（4） 国際オリンピック委員会『オリンピック憲章（2019 年 6 月 26 日から有効）』日本オリンピック委員会，2019，10，68．
〔論　説〕
―101―








































千葉商大論叢　第 57 巻　第 2号（2019 年 11 月）















欠けていたのである。そのため，第二次世界大戦後の 1948 年に開催された第 14 回夏季オ
リンピックストックホルム大会を最後に，この「芸術競技」は廃止されることとなった。
　1952 年の第 15 回夏季オリンピックヘルシンキ大会では，「芸術競技」に代わり「芸術
展示」というものが，オリンピックの公式プログラムとして誕生した。この「芸術展示」
は第 24 回ソウル大会が開催された 1988 年まで続いた。
　1964 年開催の夏季オリンピック東京大会でも，「芸術展示」が公式プログラムとして行

















































　彼らのいう「古代オリンピック」とは，紀元前 776 年に第 1 回大会が開催され，その後





















独立し，「ギリシア王国」を建国することであった。ギリシアは，1821 年から 1829 年ま
での 9 年間，オスマン帝国と独立をかけて戦った。そして，1830 年，ようやく独立が承
認され，1832 年にオソン 1 世を初代王とするギリシア王国が誕生した（10）。
　スツォスは 1835 年に古代オリンピック競技祭の復興を政府に提案した。その案には，






























10,000 ドラクマ」・「古典文献学の最優秀作品に 8,000 ドラクマ」などであり，一方「戦車
競走に 4,000 ドラクマ」・「競馬に 3,000 ドラクマ」・「競争に 2,000 ドラクマ」というように，
文化的なものとスポーツ競技との間にその額に差があった。この哲学書に対する 10,000













































































































（18） 1858 年に公布された「オリンピア規約」の第 12 条を参照。真田『19 世紀のオリンピア競技祭』2011，84．
（19） “The Times”, 13April1859,10,The Times Digital Archive.
（20） M.Polly,The British Olympics: Britain’s Olympic heritage 1612-2012,Swindon:EnglishHeritage,2011,
22-24.
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大学経済学』第 59 巻第 4 号，27-37，2010，28-33．
（22） P.Radford, ‘TheOlympicGamesintheLongEighteenthCentury’,Journal for Eighteen-Century Studies, 
Vol.35No2,2012.
（23） “The Times”, 1February1876,6,The Times Digital Archive. イギリス議会で論議しあうための参考資料等
がおさめられた「英国議会資料（British Parliamentary Papers）」によると，オリンピアやデルフィにおいて，
イギリスによる演劇が行われていたことが確認される。Report from the Select Committee on Dramatic 
Literature with the Minutes of Evidence, 1832，10．等．
（24） C.Beale,Born out of Wenlock : William Penny Brookes and the British origins of the modern Olympics,
Derby:TheDerbyBooksPublishing,2011,26.：ベーリンガー『スポーツの文化史』2019，351-352．

















　マッチ・ウェンロックにある High Street の商店の窓には，博士の功績をまつるディス
プレイがひっそりと飾られている。このディスプレイは，この町を訪れた観光客を惹きつ
けるだけでなく，200～300 人の地元の人々に対してもこの地で 1850 年に開催された第
1 回ウェンロック・オリンピックを思い出させるものである。






































































































































































































 （2019.9.26 受稿，2019.11.16 受理）
































































扱われていることから，1994 年以前を黎明期として扱い，同時期の IMP グループによる








　最初に，マーケティング分野の主要ジャーナル 4 誌（Journal of Marketing，Journal of 
Marketing Research，Journal of the Academy of Marketing Science，Marketing Science）
を対象とし，論文検索エンジン（ABIProQuest）を用いて検索をおこなった。検索に用
いるネットワーク関連用語として，businessnetwork，networkapproach，network





buyingbehavior）という 3 ワードを設定している。ネットワーク関連用語 4 ワードと産
業材購買関連用語 3 ワードを掛け合わせた 4×3＝12 パターンを検索用語とし，上述した
主要ジャーナル 4 誌について論文検索をおこなった。その結果，重複した論文を除いた
33 編の論文が抽出された（図表 1 参照）。
　続いて，産業材マーケティング分野の主要ジャーナル 3 誌（Industrial Marketing 








欠損期間を除くと ABIProQuest と EBSCO の検索結果の違いはほとんど見られなかっ
―118―
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ケティング主要ジャーナルでは，1994 年を境に発行数が増加している（図表 2 上）。これは，
売り手と買い手のダイアディックな関係性をビジネス・ネットワークの文脈から論じた
Anderson,Håkansson,andJohanson による論文（“DyadicBusinessRelationshipswithin
aBusinessNetworkContext”）が 1994 年に Journal of Marketing に掲載された他，翌年
には同テーマを扱った書籍 Developing Relationships in Business Network （Håkansson
andSnehota（eds.）1995）が出版され，それらに影響を受けた研究者らが，後に続いた






























Journal of Marketing Research  3
Journal of Academy of Marketing Science  9











Journal of Business-to-Business Marketing   8





























め ら れ た International Marketing and Purchasing of Industrial Goods（byHåkansson
1982）と Strategies for International Industrial Marketing （byTurnbullandValla1986）
の 2 冊の書籍は，黎明期のネットワーク研究者に及ぼした影響が大きいとされている





































図表 4．HåkanssonandSnehota1995 の AAR（アクター―活動―資源）
モデル
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メインテーマ サブテーマ 研究 主要な理論・コンセプト
4-1．ネットワー
クの効果的なマ
















































































































































た 51 編の論文のうち，コンセプチュアルな研究は 15 編（29%），フィールド調査やイン
タビュー調査，ケーススタディ分析などの定性研究は 24 編（47%），コンピューターシミュ
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施設の経済性に関する性能について，使用期間は原則として 65 年から 100 年程度を目安
として長期使用を目標としていると記されている。このことから建物の物質耐用年数は
100 年あることが理解できる。ただ，建物をそのまま使用し続けていては，物質耐用年数
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（24）取替とは，太田哲三教授の「固定資産会計 ｣ 123 頁によると「破損設備の一単位を除去して新しいものと交
替するのを取替という。修繕も微細に考えれば取替と異なるところはない。しかし修繕は維持のための工作
が主であり，取替といえば新品を以て補充することを指すのが普通である」としている。
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と North（1981＝1989）。また晩年のノースは，新古典派経済学の限界を認識し , より複雑な研究プログラム
を採用するようになったが，それでも方法的には「合理的経済人」モデルの修正にとどまるように思われる。
―162―
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（19） 互恵的利他主義は，ロバート・トリヴァースによって 1971 年に提唱された学説である本稿が参照したのは，
Trivers（1985＝1991）。
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　2015 年 10 月，いわゆる条約漁り（TreatyShopping）等の租税条約の濫用を防止する
ため，BEPS 最終報告書（行動 6）が公表された。2017 年 6 月 7 日，我が国は，当該報告
書（行動 6）その他のBEPS 防止措置を含む「税源浸食及び利益移転を防止するための租
税条約関連措置を実施するための多数国間条約（BEPS 条約）」に署名し，我が国では
2019 年 1 月 1 日に発効した。また，報告書（行動 6）の内容が 2017 年 OECDモデル租税
条約に含まれることとなった。












第 1章　BEPS最終報告書（行動 6）及び 2017 年 OECDモデル租税条約における「主
要目的基準」




　2015 年 10 月，いわゆる条約漁り（TreatyShopping）等の租税条約の濫用を防止する
ため，BEPS 最終報告書（行動 6）（1）（以下，「報告書（行動 6）」という。）が公表された（2）。
〔論　説〕
―183―
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2017 年 6 月 7 日，我が国は，報告書（行動 6）その他のBEPS 防止措置を含む「税源浸
食及び利益移転を防止するための租税条約関連措置を実施するための多数国間条約（以下，
「BEPS 条約」という。）に署名し，2019 年 1 月 1 日に当該条約が発効した（3）。また，報



















の国際租税の展望～報告書2016 年 6 月』57 頁21 世紀政策研究所（2016），青山慶二「租税条約の濫用防止」
同編『税源浸食と利益移転（BEPS）対策税制日税研論集73』19 頁日本税務研究センター（2018）等















（7） モデル条約第 29 条
 BEPS 条約第 7条では，詳細な特典制限規定及び導管を用いた金融の仕組みに対処する規則については，15
項で 1項を留保する権利につき規定されている。
―184―









　主要目的基準はモデル条約第 29 条第 9項当該コメンタリーに規定されている。本稿で
は，以下，モデル条約及びコメンタリーを基に進めることとする（10）。







　「主要目的の一つ」と規定されている点につき，モデル条約 29 条 9 項コメンタリー（以









（8） モデル条約第 29 条 9 項　BEPS 条約第 7条 1項
（9） 前掲注 6　財務省HP
（10）モデル条約及びコメンタリーの邦訳は，水野忠恒ほか『OECDモデル租税条約（所得と財産に対するモデル
租税条約）〈2017 年版〉』日本租税研究協会（2019），本庄資「BEPS プロジェクト2015 年最終報告書行動6
（仮訳）不適切な状況における条約特典の授与の防止」租税研究807 号（2017）に依る。なお，報告書（行
動 6）のコメンタリーは一部修正の上，モデル条約コメンタリーに含まれていることに留意されたい。
（11）BEPS 条約第 7条 1項及び報告書（行動 6）パラ 7も同様の内容であるが，原文（英文）では，異なる単語
が用いられるなど全く同じではない。
（12）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 10















































































（18）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13


































（20）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13
（21）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 8
（22）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 9
（23）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 1
―188―
































（24）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 13
（25）緒方・前掲注 2・205 頁　
























 　我が国で初めてGregory 判決を分析した論文として，金子宏「租税法と私法」租税法研究 6号 1頁（1978）。
課税減免規定の解釈の観点から，中里実「課税逃れ商品に対する租税法の対応（上）」ジュリスト 1169号
116 頁（1999）。法人分割の観点から，渡辺徹也「法人分割と課税―アメリカ法を参考として一」税法学 535
号 95 頁（1996）。岡村忠生「租税回避の意図と二分肢テスト」税法学 543 号 3 頁（2000），同「グレゴリー















































































































































































































































































































































































人，以下「A社」という。）は，米国に 100%子会社であるＭ社を有していた。1963 年 4 月，
M社は E社から 225 万ドルを年利 4%で借り入れ , 同社に約束手形を発行した。1964 年 3
月，E社は，C社（Ｅ社の 100％子会社であるエクアドル法人）の 100%子会社としてホ
ンジュラスに I社を設立し，Ｅ社の有するM社発行手形を割当てた。これと引き換えに I
社はＥ社に額面 25 万ドル金利 4%の約束手形 9枚を発行した。





































































































































（66）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 8
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（67）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 9









































（70）報告書（行動 6）パラ 7コメンタリーパラ 10
（71）前掲（注 44）で記したリスクの有無も視点の一つと考えられる。
―204―
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